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消費者庁電気料金アドバイザー会合（第１回） 

日 時：令和５年５月２日（火）16:00～18:21 

場 所：中央合同庁舎第４号館 12階 共用1214特別会議室 

出席者： 

消費者庁電気料金アドバイザー   （五十音順） 

石橋 哲   東京理科大学大学院経営学研究科技術経営専攻教授 

宇田 左近 株式会社ストラテジー・アドバイザーズ取締役副会長 

大島 堅一 龍谷大学政策学部政策学科教授（※オンライン出席） 

大林 ミカ  公益財団法人自然エネルギー財団事業局長 

後藤 治   A.T.カーニー株式会社シニアパートナー 

仲田 裕一 元 品川リフラクトリーズ株式会社代表取締役副社長 

経済産業省 資源エネルギー庁 

吉瀬 周作  電力・ガス事業部 電力産業・市場室長 

経済産業省 電力・ガス取引監視等委員会事務局 

新川 達也  事務局長 

池田 卓郎  取引監視課長 

東   哲也  取引制度企画室長 

安原 清英  取引監視課課長補佐 

消費者庁 

片岡 進   政策立案総括審議官 

楢橋 康英  参事官(公益通報・協働担当) 

○消費者庁（楢橋参事官） それでは、定刻となりましたので、ただいまから「消費者庁

電気料金アドバイザー会合」を開催させていただきます。

まず、本日の会合の趣旨の説明をしたいと思います。 

 電気料金のうち経過措置として残っております規制料金の値上げ申請について、４月

27日付で所管省庁である経済産業省から消費者庁のほうに協議が行われたものでござ

います。 

今般、協議に先立ちまして、消費者庁からは経済産業省に対し「消費者の視点からの

疑問点・意見」を示し、これは後ほど御説明しますけれども、相次いで発覚した電力会

社の不正事案が料金に与える影響の検証でありますとか、そもそものコスト効率化の徹

底などについて検討を求めてきたところでございます。 

 今回の正式な協議に当たりまして、これらの疑問点などに対する経済産業省の考え方

や根拠について説明を受ける場として設定をいたしまして、経済産業省にお越しいただ

いたところでございます。 
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 消費者庁では、電気の規制料金の値上げ申請につきまして、消費者の視点から検討す

るために、有識者の方々にアドバイザーとして協力をいただいてまいりました。本日は、

この消費者庁電気料金アドバイザーの会合を開催し、経済産業省からの説明について質

疑応答あるいは意見交換をし、理解を深めるとともに、これを踏まえてアドバイザーか

らの助言をいただきながら消費者庁として協議に適切に対応してまいりたいと考える

ところでございます。 

 続きまして、本日の出席者を御紹介したいと思います。 

 議事次第に載せているとおりでございますけれども、まず、消費者庁電気料金アドバ

イザーとして消費者庁から８名の委嘱をさせていただいておりますけれども、そのうち

６名の方に今日御出席をいただいております。五十音順に御紹介申し上げます。 

 石橋アドバイザー、宇田アドバイザー、大島アドバイザー、大林アドバイザー、後藤

アドバイザー、仲田アドバイザー、以上６名でございます。 

 それから、経済産業省に説明のためお越しいただいております。まず、資源エネルギ

ー庁の吉瀬電力・ガス事業部電力産業・市場室長、同じく、経済産業省の電力・ガス取

引監視等委員会事務局から新川事務局長、池田取引監視課長、東取引制度企画室長、安

原取引監視課課長補佐でございます。 

 消費者庁のほうからは、片岡政策立案総括審議官と、私、参事官の楢橋が出席させて

いただいております。よろしくお願い申し上げます。 

 資料につきましては、消費者庁のほうから１点と経済産業省のほうから複数点、御用

意をいただいております。資料１から５までで、経済産業省の資料が資料２から５にな

ります。 

 併せて参考資料として、参考資料１から４まで用意させていただいているところでご

ざいます。 

 資料番号が経済産業省さんのもともとの資料番号にちょっと負けておりますけれど

も、それぞれ通しで資料番号を書かせていただいておりますので、御活用の際にはその

資料番号を言及した上で御発言をいただければと思っております。 

 それから、御発言の際にはマイクをオンにしていただいて御発言をいただきますよう

にお願いします。発言後、オフにしていただければと思います。 

 本日は、生配信をしておりますので、その点御認識いただければと思います。 

 それでは、早速議事のほうに移りたいと思います。 

 まず、消費者庁からの資料について御説明をさせていただきたいと思います。資料１

は５ページの資料で、「消費者の視点からの疑問点・意見」ということで配付しており

ます。 

 こちらの資料は、今年の１月27日、２月15日、３月15日、それぞれ順次追加をいたし

ながら経済産業省のほうに提示をさせていただいたものでございます。 

 まず、公共料金の改定に当たりまして、消費者の理解と納得を十分に得られるように
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分かりやすく説明することが必要でございます。このため、消費者の視点からの疑問点・

意見ということで提示をさせていただいておりますので、疑問点の解消に向けて対応い

ただきたいということで経済産業省のほうに申入れをさせていただいたところでござ

います。 

 消費者の関心は、突き詰めれば請求される電気料金がどうなるかということでござい

ます。定性的な説明ももちろん大事でございますけれども、定量的な効果を示すことが

必要ではないかということで、以下、疑問点・意見について紹介をさせていただきます。 

 まず、総論として大きく４点申し上げております。 

 １点目でございます。電力会社の不正事案ということでございまして、今般、値上げ

の申請が出された以降、様々な不正事案が発覚、あるいは関係省庁のほうでの対応が公

表されてきたところでございます。カルテルの疑い、あるいは顧客情報の不正閲覧とい

う、電力会社にとって企業倫理上、消費者の信頼を損なう事案が続いていることに対し

て、これらの事案が料金にどのような影響を与えるのか、その影響について検証すべき

であるというのが１点目でございます。 

 この際、電気事業法のほうで、料金の認可に当たりまして料金が能率的な経営の下に

おける適正な原価に適正な利潤を加えたものであることというのが認可の条件の一つ

となっているところでございます。今回の不正事案については、まさにこの能率的な経

営がなされていたかどうかという根幹の部分にも関わることであろうかと考えている

ところでございます。消費者に対して分かりやすく説明をいただく必要があるというこ

とで、消費者の視点からの疑問点・意見ということで、１番目に挙げさせていただきま

した。 

 ２つ目でございます。需要／供給のそれぞれの電力量の見込みということでございま

すが、料金設定の根幹となるところでございます。需要電力量をどう想定するのか。そ

の需要電力に当たっては、節電の見込みであるとか電源構成の変更などの反映を含めて、

合理的なものとなっているのかどうか。審査に当たっての判断基準も併せて示してもら

いたいということでお示しをしております。 

 それから、大きく３点目、直近の実績の評価とコストの効率化というところでござい

ます。こちらのほうは、まず我々は発射台というような言い方もしておりますけれども、

これまでのコスト効率化が果たして適切であったかどうかという評価が必要ではない

か、それを土台といたしまして、今後どのようなコスト効率化の取組を図っていくべき

か、それをどう評価するか、というのが深掘りをされていくべきではないかというもの

でございます。 

 各社の公の場での説明などを聞いておりますと、最大限の効率化を見込みましたとい

うような発言がよく聞かれるところでありますが、何をもって最大限とするのか、その

効率化について経済産業省においてどのような検証をしているのかというところが論

点になろうかと思っております。 



4 

 また、その項目の２つ目のポツでございます。それぞれ費用項目に対して経年変化を

確認するということで、外的要因による変化とその外的要因を緩和するための対策につ

いて、それぞれ企業努力としても行われるのではないかということで論点出しをさせて

いただいております。 

 ４点目、申請原価を下回った場合の料金値下げについてでございます。料金の改定後

ということになりますけれども、原価が申請値を下回った場合に、適切かつ確実に料金

が値下げされることを担保していく必要があるのではないかということで論点出しを

させていただいております。 

 各論のほうに移らせていただきます。まず、燃料費・購入電力料のところでございま

す。申請原価に見込まれている燃料費、購入電力料のコストの最適化が具体的にどのよ

うに図られているのか。これも、審査に当たっての判断基準も併せて示していただきた

いというものでございます。 

 それから、３ページの２つ目のポツでございますが、燃料費の価格動向については申

請時点から下落傾向にあるものもございます。それについて、申請時点からの時点補正

を行うべきではないかということで、これは既に取り組まれたところでございます。 

 それから、直近の実績における単価引下げの取組をどのように評価をしているのかと

いうことで、各社の申請内容を見ますと、例えばAI技術を活用したボイラー制御である

とか、様々な取組がございます。これらについて効果的であると評価するのであれば、

他の電力会社へも横展開をすべきではないかというような論点出しをさせていただい

たところでございます。 

 それから、発電について、発電所の選択、あるいは利用率の想定について、メリット

オーダーによる最適化を図ったものという説明がなされているところでございますが、

徹底されているか評価する必要があるということで、資料を単純に見ますと、単価が比

較的高いにもかかわらず利用率が高いところはないのかどうか、単価が低い発電機の利

用率をもっと上げられないのかどうか、著しく利用率が低い発電機は停止することで管

理コストが削減できるのではないかというような疑問点を出させていただいておりま

す。 

 今度は、電力の購入というところでございます。電力会社については発電の部門、発

電した電気を送る送配電、それから、実際に消費者の皆様と契約をして電力を売るとい

う小売の部門があります。発電の部門での効率化、小売の部門での効率化、それぞれ図

っていくべきかということでございますが、小売の部分からすると、どの発電からの電

力を買ってくるかということについての最適化も非常に重要な項目であるということ

で、自社発電、あるいは他社発電を含めて、どこからどう購入するかをどう決めている

のかというところの説明が必要であろうというような疑問点を出させていただきまし

た。 

 次の項目、発電設備についてでございます。これは供給計画、運転計画との整合性が
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確認されているかというところ、特に再稼働を見込んでない原子力発電所への投資は適

切な範囲のものであるかというような論点を出させていただいております。 

 それから、適切な投資コスト・管理コストとなっているのかということで、ここも重

要な検証の論点であろうと思います。 

 最後、５ページに参りまして、調達に当たって実質的な競争が図られているかという

ことが非常に重要な観点であろうと思います。コスト効率化にどのような工夫がなされ

ているのかということで、単に競争入札率に着目するのみならず、実質的に競争が働い

たかどうかということを検証する必要があるのではないかということでございます。 

 調達といっても、ひとえに発電所を建てるところから、その維持管理、点検、修繕な

ど、様々なことが挙げられると思います。 

 それから、減価償却費の計上については、その対象が適切なもの、合理的なものとな

っているのかということでございます。 

 それから、人件費についてですが、政府が進める成長と分配の好循環の実現のために

は、人への投資という観点で、賃上げをどう見込むかも重要な視点であるということで

論点出しをさせていただいております。 

 また、料金設定に当たりましては、今回が燃料費の高騰を理由とするのであれば、使

用電力量に比例する電力量料金、これは基本料金と電力量料金ということに分けられま

すけれども、使用量に比例して支払う電力量料金への振り分けが適切と考えられるが、

どうかということでございます。 

 以上、資料１について説明をさせていただきました。 

 これらの疑問点・意見につきまして経済産業省の回答ということでこれから説明をい

ただきますけれども、その部分を中心に御説明をいただければと思います。特に１点目

の電力会社の不正事案についての説明をよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、このまま経済産業省さんにマイクをお渡ししたいと思いますが、よろしい

でしょうか。 

○消費者庁（片岡政策立案総括審議官） 論点がたくさんあるので、取りあえず不適切事

案への対応というところ、検証のところを中心にまず御説明いただいて、その後はもし

時間があれば論点を順次御説明いただくという感じでよろしいですかね。 

○経済産業省（新川事務局長） ありがとうございます。 

 電力・ガス取引監視等委員会の事務局長をしております新川でございます。よろしく

お願いいたします。 

 大手電力７社の規制料金の改定申請につきましては、４月21日に電力・ガス取引監視

等委員会で査定方針案の取りまとめを行ったところでございます。これを受けて、経済

産業省から消費者庁への協議が行われたと承知をしております。 

 今回、消費者庁の皆様、またアドバイザーの皆様に、査定方針案協議につきまして御

説明をする機会を設けていただき、感謝を申し上げる次第でございます。 
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 本日は、席上に、査定方針案、消費者庁からの御意見に関する御回答、各事業者にお

ける調達状況の調査結果などをお配りさせていただいております。 

 監視等委員会では、有識者会議であります料金制度専門会合において合計16回審議を

行ったところでございますが、消費者庁からも毎回御参加いただいたことに改めて感謝

を申し上げます。 

 また、消費者庁の皆様からの御意見を踏まえて、同会合において不適切事案が規制料

金に与えた影響の検証や、事業者の調達状況の調査なども実施をさせていただきました。 

 今般協議をさせていただいております査定方針案は、消費者庁からのこれまでの御意

見を踏まえて取りまとめたものであると認識をしております。 

 本日は、査定方針案をはじめとする当委員会としての検討結果につきまして、まず取

引監視課長から御説明させていただきます。 

○経済産業省（池田取引監視課長） まず初めに、前提として査定方針の概況から御説明

させていただきます。 

 資料２、インターネットから参加されている方は資料２－１だと思いますけれども、

審議の状況につきましては23スライド目以降で御説明させていただいておりまして、23

ページの委員から成る料金制度専門会合と、24ページの審査チームの二段構えで御審議

いただきました。 

 その審議の経過は25ページから27ページのとおりでございまして、料金制度専門会合

は各回おおむね３時間程度の会合をほぼ週１回ペースで16回、さらに審査チームによる

インナー会合が28ページから30ページのとおり33回、要は５か月間の間に約50回の検討

会議を開催いたしまして、日程ありきではなく、厳格かつ丁寧な審査を行うという政府

方針にのっとった審査を行ってまいりました。 

 査定方針案は約900ページの分量となっていますが、これはこうした議論の積み重ね

の集大成としてのこのページ数ということでございまして、消費者庁には毎回オブザー

バー参加をいただきまして、この査定方針案も消費者庁からいただいた御意見も踏まえ

つつ取りまとめさせていただいたものでございます。 

 32ページ以降が査定方針の概要でございます。需要想定・供給力のところが32ページ

ですけれども、消費者庁から、節電見込みや電源構成の変動等の反映を含め合理的なも

のになっているかとの指摘を頂戴いたしまして、合理的でない手法や根拠に基づいた算

定は確認されませんで、節電効果の取組や単価の安い電源を優先して運転することを原

則としつつ、最適化していることを確認してございます。 

 経営効率化につきましては、後ほど詳細を御説明いたしますが、これも消費者庁の御

指摘を踏まえて、監視等委員会としても最も厳しく審査を行ってございます。 

 次の33スライド目の燃料費、次のページの購入・販売電力料についてですが、これも

消費者庁の御指摘も踏まえて、燃料価格の変動を踏まえて、燃料費や卸電力市場価格の

再算定を行ったほか、トップランナー査定、あるいは中長期契約の追加調達オプション



7 

の最大限行使、あるいは相対購入価格への効率化係数の適用などの査定を行っていると

ころでございます。 

 人件費につきましては35スライド目でございまして、審査要領上、賃上げ分の算入は

認められなかったものの、本年３月に厚生労働省が公表した最新の調査に基づき再算定

を行い、その結果、賃金単価が上昇する結果となったとしても、人件費の全体が申請額

を上回らない範囲で認めることとしております。 

 以上のような形で、適宜いただいた御意見を踏まえつつまとめさせていただいたのが

この査定方針案になります。 

 続きまして、消費者庁からいただきました意見のうちの１番目の電力会社の不正事案

の対応というところでございます。 

 これにつきましては、資料３を御覧ください。これは、料金制度専門会合等で御審議

いただいた消費者庁及び消費者委員会からの御意見のうち、消費者庁意見部分を抜粋さ

せていただいたものでございます。 

 43スライド目を御覧いただきたいと思います。 

 カルテル事案や不正閲覧問題については、小売電気事業者間の公正な競争や一般送配

電事業者の中立性・信頼性に疑念を抱かせるものでございまして、極めて遺憾であると

ともに、経済産業省としても厳正に対処していくということでございます。 

 その上で、消費者庁からの御指摘を踏まえまして、これらの不適切事案については規

制料金に影響を与える可能性のあるシナリオを検討いたしました。 

 具体的には、カルテル事案によりまして中国電力の特別高圧・高圧の電力価格が高止

まり、その結果としてコストが高止まる可能性が考えられる。また、不正閲覧を通じま

して、新電力の顧客を獲得し、新電力を市場から退出させることで市場の競争圧力が低

下し、高コスト体質につながる可能性も考えられるということで、これらのシナリオに

つきまして、この後御参照いただく予定の参考資料に記載したデータを用いて検証を行

った限りでは、不適切事案が規制料金に直接的な影響を与えているという明確な因果関

係は確認されなかったところでございますが、不適切事案を通じて高コスト構造となり、

間接的に規制料金に影響を与えているのではないかといった疑念が払拭し切れないと

いう可能性も考慮しまして、効率化の取組など、厳正に審査を行う必要があると考えて

ございます。 

 このため、高コスト体質が規制料金に影響を与えないよう、コストの低い上位の事業

者をベンチマークとして各事業者に対して効率化の深掘りを求めるとともに、上位の事

業者も含めて、過去の実績が効率的でないという可能性も考慮して、ベンチマークに上

乗せして効率化のさらなる深掘り、３年で4.2％という深掘りを求めることといたしま

して、その結果、各事業者について最大で23％の効率化を求める効率化係数を設定し、

各費目の査定に当該係数を用いることといたしましたものでございます。 

 ちなみに、当方が行った分析としましては57スライド目以降にございます。ここで挙
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げたのは、57スライド目ですけれども、カルテルで公正取引委員会の処分を受けた中国

電力が関西電力とお互いそれぞれの領域を侵さないといったカルテルを結んでいたと

いうものでございますが、カルテルが認定された期間における契約口数の変化は、左の

グラフが特高、右のグラフが高圧で、ブルーが中国エリアでの契約口数の推移、赤が関

西エリアでの中国電力の口数の推移でございますけれども、カルテルが行われていたと

される期間の契約口数は伸びているということでございます。ただ、誤解を避けるため

に言いますと、このグラフはカルテルがなかったということを言うためのものではござ

いません。 

 次の58ページは、それぞれカルテルを結んでいた期間の契約獲得口数の推移をまとめ

たもの。 

 59スライド目からは、カルテルを結んでいたとされる期間の料金単価の推移をまとめ

たものでございます。 

 特に60スライド目は、全国の小売電気事業者の平均値と、中国エリアでの中国電力の

価格、関西電力の価格、あと、右側のグラフの高圧についても同じですけれども、こう

いった分析も行ってございます。 

 さらに、顧客情報の不正閲覧が新電力を排除しているのではないかといった可能性に

ついて分析を試みたものが67スライド目以降でございまして、小売電気事業者数の推移

は規模の大小にかかわらず変わってございません。 

 あと、新電力のシェアも、70スライド目のとおり、特に不正閲覧で獲得されたとする

低圧については、一貫して新電力のシェアが伸びているという状況でございます。 

 こういうことを踏まえると、先ほどの43スライド目の３ポツ目のとおり、不適切事案

が規制料金に直接的な影響を与えているという明確な因果関係は確認されなかったけ

れども、間接的に影響を与えるのではないかといった疑念が払拭し切れない可能性もあ

るということでございます。 

 以上がカルテルでございます。 

○消費者庁（楢橋参事官） 不正事案の関係はそれでよろしいですね。 

 説明をここで一旦切らせていただいて、不正事案についての意見交換、質疑応答とさ

せていただきたいと思います。 

 アドバイザーの方、御発言があればよろしくお願いします。 

○宇田アドバイザー 宇田でございます。御質問をさせていただきたいと思います。 

 59ページのカルテルの期間の間に単価が変わっていないというマクロの数字をもっ

て影響がなかったということが言えるのかどうかということです。これをもってして影

響がないと言えるのか。 

 御案内かもしれませんけれども、カルテルというのは、例えば、皆さんに分かりやす

く言うためですけれども、100売上げがありました、90コストがかかっている会社があり

ました、それが新しい外から入ってくるところがあって100取れなくなって90になって
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しまいましたと。普通の会社だと、90のコストを努力して例えば80にするのですよね。

今回の場合にはどうだったかは、僕はよく分かりませんけれども、多分そんなにコスト

を大幅に変更したかどうかというのは、わかりませんがそれでカルテル等々で100を維

持しましたと。 

 どういうことかというと、それだけを見ると価格の100が120になっているわけではな

くて、既存のものが維持されているだけなのではないか。つまり、価格が変わらないと

いうことをもって影響がないということがこれで言えるのかどうかというのはクエス

チョンなのですよね。 

 もしも90のコストを80にしていれば、90のときに例えば15コストが上がりましたとい

うことだと、90のままだと105になりましたと。100の売上げだとマイナスになってしま

います。だから、皆さんからしてみると10を上げなくてはいけない、115にしなくてはい

けないと。そうすると利益分10は維持されますと。ところが、もし80に下げる努力をし

ていたらコストが15上がっても95で済んでいたかもしれないですよね。 

 つまり、この簡単な事例では100のままでももしかしたらクリアできたかもしれない

のですよ。これはタラレバなのでよく分からないのですけれども。こういう構造をよく

解明していただきたい。 

 もしそのときにコストのほうに90を80にする努力がないのだとしたら、それはどうし

てなのだろうか、できなかったのだろうかと。 

 それから、カルテルで100を維持してしまったということだとすると、それはもしかし

たら、105になったときに115に上げなくてはいけないということは、消費者にとってみ

れば余計な負担をしていることになるのではないか。今すごく簡単に言っていますけれ

ども、100のままでよかったものを115にするということで消費者の負担が増えていると

いうことはないのかと。あると言っているわけではないですよ。 

 だから、そういう可能性をよく見ていただきたいということをお伝えしていたので、

今日のこの資料は前も見せていただいたことがあるので、そのときにコメントをしたの

ですけれども、これをもって直接的な影響を与えていないと判断をされた理由が分から

ない。 

 どういうことかというと、今のような仮説に立った上でもう少し具体的に、そのエリ

アでどれだけの人たちがどういう料金体系になったのかとか、最初、競争相手が入って

きたときに、どういうリアクションを取ってどういう対応をしようと思ったのか、それ

に対してカルテルをしたことによってそれが雲散霧消したのかどうか。今の僕が言った

のはみんな仮説ですから。でも、そういうことについては皆さんのほうが圧倒的に情報

にアクセスできるのですよ。消費者庁は皆さんからいただいた資料しか得られないので

すよね。皆さんは直接電力会社さんに情報徴求できる立場だと思いますので、ぜひそう

いうことをやっていただければ、消費者のほうに余計な負担があったのか、なかったの

か、それで、なかったならばなかったでいいし、あったにしてもよく分からないのだっ



10 

たら、分からないと言っていただいてもいい。そこのところを僕はもう少しクリアにし

たほうがいいのではないかなと思いました。 

 先ほどから消費者庁の理解を得ながら進めましたと何度もおっしゃっていますけれ

ども、この部分は解消していないのですよ。だから、今日はこういう場になったと思い

ますので、ぜひこの点を御検討いただけるとありがたいと思います。 

 私のほうからは以上でございます。 

○後藤アドバイザー １点補足をさせてください。後藤と申します。よろしくお願いしま

す。 

 報道ベースの言葉なので正確な文言ではないかもしれませんけれども、カルテルの当

事者の会社さんの幹部の方が、カルテルの目的に関して販売電力量と価格を最適化する、

ないしは維持するという意味でそれを使ったのだと思いますけれども、そのようにお話

しされています。 

 これは皆様方のほうがより専門家だと思うので、この事案は御案内なのだと思います

けれども、そのように当事者が言っているのにもかかわらず、顕著な価格の上昇は見ら

れなかったということで、カルテルの消費者経済への悪い影響はなかったかもしれない

という示唆に導かれるのは一体どのような背景があるのかというのを併せて疑問とし

て提示させていただきます。 

○大林オブザーバー 大林でございます。 

 私も後藤さんと同じ観点なのですけれども、３月末にカルテルの当事者である関西電

力の社長が記者会見ではっきりおっしゃっている、中部や中国、九州の電力大手３社が

地盤とするエリアで電力販売の営業を始めたところ、競争で販売価格が下がったために、

価格下落を避けるために、18年にはほかエリアでの営業活動を自粛する方針を定めたと

おっしゃっていて、当事者が明らかに価格の下落を抑えたいということでカルテルを結

ぶ動機になったとおっしゃっていることから、明らかに価格下落を抑える影響があった

のではないかと思います。 

 消費者や需要家の立場からすると、こういったカルテルを結ばれることによって価格

が人為的に高く保持されるということで、明らかに消費者や需要家にとってはマイナス

の側面があるということと、あと、市場の支配が行われると、この場合は新規の参入者、

新電力の参入がなかなか進まずに、価格やサービス、多様性が失われることがあると思

いますので、これについて経済分析をきちんとするというのが本来の姿なのかなと思い

ます。 

 私自身は、私の感覚が間違っているのかもしれないのですけれども、いただいた58と

か59のスライドを見て、カルテルが認定された期間に影響がなかったということがはっ

きり理解できないのですね。 

 あと、例えば61スライドを見ると、明らかに中国電力の単価は上がっていたところ、

カルテルに認定された期間はほかの電力とむしろ同じようになっているというところ
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もございますし、カルテルの効果としてはほかの電力会社と比べて電力価格が同じよう

に抑えられるということも一つございますので、そういったことも一つの要素としては

あるのではないかと思いますし、特に60、61を見たときに、この単価はどういう形で分

析をされたのか、もっと詳細なものがないと、この棒線グラフだけでは分かりにくいか

なと思いました。 

 以上です。 

○経済産業省（池田取引監視課長） 御指摘ありがとうございました。 

 先ほど、まさに宇田先生、後藤先生、大林先生がおっしゃることに関しましては、私

どももカルテルの影響がなかったと申し上げているわけではなく、得られている情報を

分析した範囲では、カルテルが適正料金の申請内容に影響を与える顕著な動きは観察さ

れなかったということを申し上げているところでございます。 

 あと、56スライド目の図を御覧いただきたいのですけれども、まさに今、宇田先生、

後藤先生、大林先生がおっしゃったとおり、カルテルのもう一つの大きな弊害としては、

競争が起こらなくなることによって高コスト構造を許容できる状況になってしまうの

ではないかというところで、ここは今回の料金申請ではしっかりと審査をしていかなけ

ればいけないと。 

 先ほど楢橋参事官からも、認可の要件は能率的な経営ということが第一段階の要件に

なっていますよとおっしゃっていただいたところもございまして、そこについてはしっ

かりと見ていくということでございます。 

 また、カルテルは非常に国民の影響も大きいものであり、また、電気の使用者の信頼

を裏切ることでもありますので、監視等委員会でも電力会社に対して報告徴収を行った

り、再発防止のために何ができるかといったところを今検討している最中でございます。 

○宇田アドバイザー どうもありがとうございます。 

 私がお聞きしたいのは、電力・ガス取引監視等委員会は、今、池田課長がおっしゃっ

たように、規制料金とカルテルとは関係がないというスタンスだということなのでしょ

うか。 

○経済産業省（新川事務局長） ありがとうございます。 

 不正閲覧事案や公正取引委員会からカルテルが認定されるという不祥事が相次いで

いて、我が委員会としても極めて遺憾と受け止めております。消費者の皆様の不信感を

踏まえて、影響をしっかりと検証すべきと、消費者庁及びアドバイザーの皆様、それか

ら消費者委員会からも御意見、御指摘をいただいておりまして、当委員会としても検証

を行わせていただいたところでございます。 

 当委員会として検証を行った限りでは、規制料金に対して直接的な影響は確認されな

かったというものでございますが、間接的に規制料金に影響を与えるのではないかとい

った疑念が払拭し切れない可能性も考慮して、規制の料金審査では従来にも増して厳し

く審査を行ったところでございます。 
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 今回、協議をさせていただくに当たりまして、不適切事案を踏まえて厳格に査定を行

った旨を申し上げているものでございまして、今後協議の中でさらに理解を深めていた

だければありがたく思っております。 

○宇田アドバイザー 間接的と直接的ということなのですけれども、今の我々の申し上げ

た議論であれば、例えばモデルでいうと、90のコストが80になっていれば料金の値上げ

は必要なかったかもしれない。だから、モデルで90が80になっていれば、現実はまたち

ょっと別ですけれども、15上がったとしても95なので、100より下となる。そこでもし競

争が起こっていたならば、どういう努力をする余地があったのかとか、それをよく理解

しないと、直接的と間接的ということも私ははっきり言えないのではないかと思います。 

 それから、価格の設定が同じレベルである、変化がない。本当にこれは縦のメモリを

変えると本当に変化がないのかどうかというのはよく分からないので、かなりメモリが

圧縮されているという面はあると思いますけれども、そこで多少なりとも本来だったら

落ちるものがカルテルによって落ちなかった余地があるとしたら、その部分は全てユー

ザーに来ているわけですよね。その部分に対して、それを前提として、今のこれからの

料金の査定のところを、一生懸命やられているのはよく分かるのですけれども、どんな

に厳しくやったとしても、発射台そのものがもう既に高いところからの発射台で出てき

たものを一生懸命何％下げます、厳しめにやりますよと言っても、もう既にその時点で

ユーザー側の負担は増えているということだってあるわけです。 

 だから、そこの部分を、お願いなのですけれども、間接的、直接的というような断定

をされる前に、今申し上げたような点をもう少し示していただいたらいいのではないか

と思うのです。そうすると、はっきり見えてくるかなと。我々としても、そういうこと

だったのだよねというふうになるのだけれども、このデータだけだと、これが直接では

なくて間接なものの理由になっているということでもないのではないかと思います。 

○経済産業省（池田取引監視課長） どうもありがとうございます。 

 まさに御指摘の点もあると思いまして、コストが高止まりすることによって料金の値

上げになっているのではないか、コストが高止まりしなければ値上げをしなくて済んだ

のではないかといったところも、まさにもっともだと思われるところでございます。 

 私どもとしては、そこはなかなか実際のところは検証が困難なところもございまして、

それで例えば一つは経営効率化ですけれども、横比較をして、カルテルをやっていない

事業者と併せて比較をすることで、効率的な事業者のところに、一つはそこまで効率化

を進めさせる。 

 さらに、電力会社自身、カルテルで今回摘発を受けてなかったところも含めて競争的

とは言えないのではないかといったところもございますので、さらに効率化を深掘りし

まして、３年で４％超のコスト削減をさらにやってくださいというところで、今、調達

とか委託といったものに適用されるコスト削減率、経営効率化係数を最大で23％という

辺りを弾き出してやったりしているところでございまして、そこは引き続き最大限の効
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率化を事業者に求めているというところでございます。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 補足でよろしいでしょうか。２点あります。 

 １つは、査定方針案の16ページ、「燃料費調整制度における上限が無かった場合の料

金水準①」というページがございますが、これは何をお示ししているかというと、今回、

燃料費が主要因だと言われていることに関して、仮に燃料費が上限がなく転嫁されてい

た場合に、今回の申請がプラスになっているのか、マイナスになっているのかというの

を計算したものでございます。例えば御指摘のカルテルが問題になっている中国電力に

関して言いますと、燃料費分の増分を除くとマイナス改定なのですということをお示し

しております。 

 何と比べてマイナスなのかという発射台になっているのは、現行の原価です。不正が

起きる前の、実績でもなくて、原価ですね。過去につくった原価そのもの。現行料金の

基になっている数字が発射台なのですけれども、そこに比べてプラスになっていないと

いうことで、先ほどの簡単な例だとおっしゃっていただいたので、別にこれが全てだと

申し上げるつもりはないのですけれども、本来100より下で済んだはずのものが、調達コ

ストが物すごく大きくなったことによって不要な負担をかけてるのではないかという

ところに関して申し上げますと、今回のケースでは圧倒的に燃料が効いているというこ

とを確認する必要があるという議論が専門会合でございまして、それを確認した結果で

ございます。これが１点でございます。 

 もう一つは、先ほど池田が申し上げたことと同じようなことになってしまうかもしれ

ませんが、我々の説明がよろしくなかったかもしれないのですけれども、ミスリードに

なったかもしれませんが、カルテルの影響が料金全般になかったということを申し上げ

ているわけではなくて、規制料金の原価にどういうパスで影響していくのかという議論

に専門会合でなりました。 

 そのときに、ここで件数が減っていないとか、特高・高圧の単価が下がっていないと

いうことを断定的に申し上げたいのではなくて、そういうことを見た上で、果たして競

争圧力が下がっていたのか。その結果、原価が高くなっていたのか。最後はあくまで料

金に反映される原価というのが高くなっていなかったのかというところだと思ってい

まして、ここに関してはいずれにしても厳しく査定しますよと。それは、他社との比較

でよりコスト効率のいい会社と比較した上でカットしますということで、仮に、中国電

力がカルテルをしたことによってコストが高い、それが他社よりも高く積まれていると

して、それでも他社との比較で査定をしますと。まさに能率的な経営の下における原価

を求めるためにコストカットしますというものが、申請原価をそのまま認めるのではな

くて、一定の率でカットしていきますよというのが今回の査定方針案であります。そう

いう意味で、原価のところで不適切なものが乗っからないように査定方針をつくってい

ますというのが最後の一番重要なところかなと思っております。そういう点を御理解い

ただければと思います。 
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 以上でございます。 

○宇田アドバイザー あまり理解をし難いところもあるのですけれども、原価の中に項目

としてどうのこうのではなくて、やはり原価の中の単価等々なのですね。だから、数量

と単価を分けていただいて、それでどうだったのかという話をしていただかないと、原

価への影響ということについても理解しにくい。 

 つまり、単価というのは例えば入札方法とか調達方法で変わってきますし、数量とい

うのはやるべきことをやらなくなるというのはまずいことなので、数量と単価それぞれ

はどうなのですかという話の中で今の御説明があるとすごく分かりやすいかなと。 

 それから、先ほど３％減っているからとか、そういう相対的な話なのですが、僕の例

は明らかに極端な例なので、80に15を足してというのは物すごく分かりやすくするため

なのだけれども、実際にこの基準がどこなのだろうかと。どのレベルから３％なのか、

その３％の基になっているところはどのレベルのことを言っているのだろうかと。それ

が結構高いものであるとすると、あまり意味のある話でもないということなので、私は

継続的な原価分析とか、そういったものをしっかりやられていくことをお勧めする。だ

から、これだけではまだよく分からないということではないかなと思います。 

○後藤アドバイザー 加えまして、２点お伝えさせてください。 

 まず、横比較で旧電力会社を比較していますというお話なのですけれども、もともと

本当に市場の効率性が達成されていた事業者だったのか、ここに疑問符がつくわけです

ね。自由化されてまだまだ年が浅いということかと思います。 

 その中同士で比べて比較的優位なもの、比較的劣位なもの、例えば10社あれば、その

中で優位、劣位と必ず差がつくわけですけれども、その差でもって優位なものが世の中

のまた別の水準と比べたときにどうなのか、これがやはり分からないのですね。この分

からなさをどのように御説明いただけるのかというのは非常に大事なポイントではな

いかと思います。 

 別の言い方をしますと、この10社というのが世の中的にどのようにプロットされる10

社なのか。世の中の最高水準と比べても遜色のない10社なのか、全然そうではない10社

なのかによって、その10社の性格によって10社の中で比べることの意味合いは随分変わ

ってくると思うのですね。この点をぜひお考えいただければと思いますというのが１点。 

 もう一つが、最大で23％の効率化、３年で4.2％のさらなる云々というのがございます

けれども、お気持ちは非常に分かるのですけれども、この23％ないしは4.2％というもの

が一体どういう性質のものなのか、これを評価する手段が我々にはないのですね。4.2％

は十分厳しいのだと、これはもしかするとそうなのかもしれないけれども、そうではな

いかもしれない。要するに、4.2％なり23％なりを評価するメモリ、基準がないので分か

りにくいということです。ぜひこれを御提示いただければと思います。 

 その上で、先ほど来のお話の前提の中では、各電力会社さんは全力でコスト効率化経

営をされてきたという前提に立たれているとすると、さらにそこに20何％とか4.何％と
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か、厳しめにやっていますということなのだけれども、その厳しさを吸収するだけのゆ

とりが本当にあるのかどうなのか、これも分からないですよね。4.2％だと全然効いてい

ないのかもしれないし、4.2％だと壊滅的な影響を受けるかもしれない。これも分からな

いというものの中で、言葉は乱暴ですけれども、ややいたずらに何％という数字を押し

込むというのはあまり合理的ではないなという感じがいたします。 

 加えまして、その何％というのを受け入れるために、必要な投資、経費などが使われ

なくなってしまったときに、安定・安全の供給というようなものが損なわれはしないか、

こちらの副作用も気になるところではあります。 

 以上です。 

○石橋アドバイザー 石橋でございます。 

 アドバイザーのほうからいろいろな御発言がありまして、まさにそのとおりなのです

けれども、消費者庁及び消費者委員会に対する回答という紙の５ページ目、総論の一番

下のポツの２つ目の下から３行目の後段から書かれている部分ですけれども、電力・ガ

ス取引監視等委員会の方々は、上位の事業者も含めて過去の実績が効率的ではないとい

う可能性を考慮していらっしゃるということですので、マクロ的な議論ではこの可能性

というのは能率的な経営だったのかどうかということについての検証はできないので

はないかというのが私どもの疑問です。もう一度詳細に御検証いただくことが必要なの

ではないかと考えます。 

 もう一度申し上げます。 

 この総論のところに書いていただいているのですけれども、上位の事業者も含めて過

去の実績も効率的ではない可能性というものを監視等委員会の皆さんも認めていらっ

しゃると私は読みました。だとすると、今まで御説明いただいている議論では、この可

能性というものは能率的な経営だったのかどうかということの検証に当たらないので

はないかという気がいたしますので、ぜひもっと踏み込んだ御検証をいただければと思

います。 

○仲田アドバイザー 仲田です。 

 今、後藤さんの話に一つだけ追加してお話ししたいのですけれども、３年間で4.2％の

効率化というのをおっしゃっているのだけれども、消費者としてみますと、１年間に

1.4％、３年間で4.2％と、いかにも少ない。基本的に生活する者として、１％強の効率

化なんていうのは大変な事態なのかもしれませんけれども、私としては非常にネグリジ

ブルなものという感じがするのです。 

 したがって、今、後藤さんが言われたように、どういう基準でこの1.4％を評価してい

いのか分からない。とりわけ消費者は分かりにくいと思うのですね。ここをしっかり説

明していただきたいと思います。 

 以上です。 

○経済産業省（池田取引監視課長） どうもありがとうございました。 
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 まず、後藤先生から効率的な電力会社の全産業の中の立ち位置がということですけれ

ども、産業によって設備構成や人員構成などが大きく異なりまして、産業横断的に効率

化の取組状況を比較することが非常に困難だなと思っております。 

 例えばで言うと、数少ない業種横断的な効率化の比較としては労働生産性というのが

ありますけれども、あれを見ると、非効率だと言われている電力産業がむしろ最も労働

生産性が高い部類になっていたりします。 

 いずれにしろ、産業横断的な効率化の比較が非常に困難なので、電力会社の中で効率

的なところをベンチマークに設定して、さらにそのベンチマークに満足することなく、

さらなる効率化を求めるということは、我々も悩みながらこういうことを求めていくし

かないなと感じているところでございます。 

 また、4.2％という解釈につきましても、後藤先生と仲田先生、それぞれ逆の立場から、

仲田先生は4.2％というと消費者からすれば全然甘いのではないか、後藤先生からは逆

に安全性とか安定性はどうなるのかという御指摘があったかと思いますけれども、そこ

については一律に指標として使えるものがない中、内閣府の経済成長のところで出てき

た指標を使わせていただいたということでございます。 

 また、石橋先生からは、これまでが効率的だったかどうかという検証については困難

ということでいいのかという話でございましたが、そこは一つはなかなか難しいという

ことと、電気料金のコスト計算というのはフォワードルッキングでありますので、これ

から先の原価算定期間におけるコストが効率かどうかというところをとにかく厳しく

見ていく、そういうことに尽きるのではないかと考えているところでございます。 

 例えば経営効率化係数につきましても、前回、2013年から2015年前後に審査したとき

は、東京電力の10％という経営効率化を使って各社10％のコスト削減を求めるという対

応を取っていたわけですけれども、そのときは企業の自主的な取組を織り込んで、例え

ば５％コストカットをして、５％の効率化を深掘りしてきていますという事業者がいれ

ば、その５％分を引いて、10％ではなく５％の効率化、要は査定としては５％を求めて

きたわけですけれども、今回、私どもの査定案では、企業はそれぞれ60億円の効率化を

してきましたとか、効率化の深掘りをそれぞれ訴えてきているのですけれども、そうい

うのを全部関係なく、等しく経営効率化をそれぞれの企業について計算した効率化係数

を掛ける。企業の自主的なコストカットをそこから差し引くようなことはしない。そう

いう査定方針を取ろうとしているところでございます。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 補足で２点だけ。 

 先ほどの横比較では無理があるのではないかという御指摘に関してなのですけれど

も、１つは、例えば人件費のようなものについては、他業種を含めた全産業の平均の賃

金を使って人件費の査定を行うという考え方を取っていまして、横で比べられるものは

比べています。 

 それから、大宗を占めるのは可変費になるわけです。燃料費や購入電力料、電気を買
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ってくるお金になるわけですけれども、ここについてもスポット市場より高い価格にな

っているものはまずスポット市場価格に置き換えてください、市場価格があるのだから

市場価格で買ってくるという計算に置き換えてくださいということをやっていまして、

はっきりそういうベンチマークが取れるものについては最大限そういう形で横で見る。

あるいは、燃料のトップランナーというのも、それによって全日本平均をくぐるように

という形で、ベンチマークのあるものについてはきちんとそういう考え方をしています。 

 恐らく最後に残っている部分が個別の調達みたいな、例えばタービンの点検工事が幾

らかみたいなところで何をベンチマークにするのかというところで、こういう最大23％

という話が出てきたわけですが、先ほど申し上げたような全産業平均みたいなもので比

較できないところについて、業界内の効率のいい事業者をベンチマークにするという考

え方を取っていまして、全体が何も見えないから全部えいやでやっているということで

はなくて、個々の費目で申し上げれば、できる限りそういったことはやってきています。

それはこれまでの審査の積み上げの中で、それが積み上がってきたノウハウとしてそう

いうやり方をやるということをやっております。 

 それから、話が少し戻るようですけれども、そうやって横比較をすることによって、

少なくとも先ほど御指摘あった不適切事案を行った事業者のコストがそのまま乗って

しまう、コスト効率が悪いとしてそのまま乗ってしまうということが排除できるのでは

ないかと思っています。そもそも実績がどうかという議論とは別の話として、不適切事

案の影響はどうだったのかということに対して申し上げれば、そういう考え方を採用す

ることによってきちんとそういう影響を排除することができると考えてございます。 

○宇田アドバイザー いろいろ御説明をいただく中で、規制料金の査定をするに当たって

は、電力会社の経営とか、先ほど申し上げました単価、数量の考え方とか、ガバナンス

という、誰がどう決めて、それをどう企業の中でチェックしているのかとか、そういう

ところまでもう一歩入られたらどうなのかと思います。 

 民間の経営にというようなお話があるのかもしれませんけれども、料金はむしろ査定

をして決めてこうという中で、不祥事もあり、消費者の側からしてみても本当に大丈夫

なのかと言っているときに、ちょっと隔靴掻痒というか、外から見られるところは見て

いますとか、横通しで見られるので、よさそうなところは見ていますとか、そういう御

説明なのだけれども、先ほど申し上げましたように、根本的なところで本当にこれは90

を80にしていたのかとか、いや90が88だったので、それでもいいのですけれども、やは

りそこのところをもう少し入って検証されるということは考えられないのでしょうか。 

 特に、こういう規制料金と今回の不祥事、大問題が起きているわけですよね。そのと

きに、これまでとおりというか、こういうことでよいのか。だから、特別、今回のよう

なこういう機会を設けていただいているのだろうとは思いますけれども、その辺りを御

意見いただけるとよりクリアになるかなと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○経済産業省（池田取引監視課長） まず、企業の経営体制ということですけれども、今
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回、参考資料としてつけさせていただいたもので、参考資料３で「旧一般電気事業者等

による独占禁止法違反事件を踏まえた今後の対応について」がありまして、独禁法のカ

ルテルの問題についてはまさにリアルタイムでさらに事実関係等を詳細に把握すると

ともに、今後に向けて何ができるかというところをしっかりと検討していこうとしてい

るところでございます。 

 もう一つ、今後のフォローアップをしっかりとやっていくことも検討をしていきたい、

つまり、電気料金が仮に認可された後に、例えば懸念されているような問題がないかと

いったところについてはしっかりとフォローアップするというところも、今後の対応に

ついてもしっかりと検討してまいりたいと思います。 

○経済産業省（新川事務局長） 補足をさせていただきます。 

 まず、お配りした資料の中の参考資料４として配られていると思うのですが、現在、

制度設計専門会合が、料金のほうの審査ではございませんで、制度の議論をしていると

ころでございますが、不正閲覧事案、非公開情報の情報漏えいに係る再発防止策の検討

をしております。 

 不正閲覧事案については、我々電力・ガス取引監視等委員会として大臣に勧告をして、

そして大臣から業務改善命令を出していただいています。また、委員会としても業務改

善勧告または指導を行っているところでございます。それは事案に応じてではございま

す。 

 その中で、その資料の５ページになりますけれども、「内部統制・監視体制の強化」

ということで、内部統制の抜本的強化を求めるということを監視していきたいと考えて

おります。 

 先ほど宇田アドバイザーからも御発言がありましたように、民間企業でございますの

で、どこまで内部統制について国が手取り足取り見たほうがいいのか、むしろ見ること

によって内部統制を考えなくなるというリスクもあると思っておりまして、内部統制の

強化についてモニタリングをしていくということで、まずは今後１年間を集中改善期間

としてしっかりとモニタリングしていこうと思っておりますが、基本的には事業者自ら

がまず考えていって、我々はその評価をしていくというスタンスで臨んでいきたいと思

っております。 

 また、料金の調達における効率化のフォローアップというのは、先ほど池田のほうか

ら御説明させていただいたとおりでございます。 

 以上でございます。 

○石橋アドバイザー 石橋でございます。 

 フォローアップをされていくというお言葉がありました。一方で、過去の経営が能率

的な経営だったかどうかということについては検証が難しいという言葉がありました。

この２つは整合しないのではないかという気がするのですけれども、いかがでしょうか。 

○経済産業省（池田取引監視課長） そこは、しっかりと検証していく。 
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○石橋アドバイザー 過去についてはしっかりと調査できないのですよね。 

○経済産業省（池田取引監視課長） これは難しいあれではあるのですけれども、今も規

制料金については各社に対してそれぞれの収支状況の公表をしていただいて、それで監

視等委員会が規制料金について、実際に事業者の監査を実地で行っているのですけれど

も、そういう取組を行っております。 

 そういった取組を含めて、今、規制料金のフォローアップとしては原価算定期間が終

わった、３年間が経過した後に、例えば利益の累積額は大きくなり過ぎていないかとか、

あるいは自由化部門で赤字になっていないかとか、そういうことを事後評価として実施

をしているわけですけれども、今後は原価算定期間の３年を明けることを待たずに毎年

実施をしていく。 

 先ほど難しいと言いましたけれども、事後評価を実施するときには本格的な実地調査

を行いまして、難しいものでありますけれども、そこはしっかりと対応していきたいと

考えてございます。 

○経済産業省（新川事務局長） 補足させていただきますと、今回、過去を見ていないの

かということにつきましては、１件１件これが幾らだった、これは100円で買った、95円

で買えたはずだったというのを全件見たのかということであれば、現実的にどこまでと

いうのはあろうかと思うのですけれども、少なくとも過去数年間の調達の実績値は見た

上で、先ほど申し上げたように効率のいい事業者をベンチマークとして査定を行うとい

う方針を出しています。つまり、それぐらいできるはずだろうということで、予算とし

て今後認めませんという形でカットするというのをお示ししています。 

 将来について申し上げると、その予算の中でどうやって効率化して買っていくのかと

いうのは、元来その事業者の創意工夫といいますか、トータルで100円なら100円という

予算の中でどう上手に買うかというのを工夫してもらうというのが基本的な考え方だ

と思っております。料金審査というのは、あくまで料金の適正性を見ている、予算の適

正性を見ているのであって、箸の上げ下げまで、あなたはこれ以下で買いなさい、こう

いう買い方をしなさいというものでは元来ないと思うのですけれども、御指摘を踏まえ

て、もっとそういうところをしっかり見ていかないと何をやっているか分からないでは

ないかということだとすると、そこまでしっかりフォローアップするような、具体にど

ういう取組をやっているのかというのをしっかりチェックしていくようなことを今後

考えていきたいと考えてございます。 

○宇田アドバイザー 資料４のところに入ってもいいですか。関連するのですけれども、

別に95円と100円を調べてくれという話は一言もしていないので、それはできないけれ

どもというロジックで全体を否定するのはやめていただきたいということです。そうで

はないのですよ。 

 資料４「各事業者における調達状況について」ですけれども、これは調達で調べてい

ただいたと思うのですが、この表が出ているのですけれども、投資案件上位１から10と
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いうのは年度ごとに同じなのですか、それとも違うのですか。 

○経済産業省（池田取引監視課長） これはアルファベットがそれぞれ事業者名を表すと

いうことで、例えば４ページの北海道電力の水力でございますと、この５年間のうちに

ＡからＹの25社が受注をしているというところでございます。 

○宇田アドバイザー それをもってして25社だと調達が効率的だと言えるのでしょうか。 

 まず、左側の１、２、３、４、５、６、７、８、９、10で工種を決めたら、その工種

で毎年比較していっていただきたいのです。これだと、１位の2017年度と2018年度と全

然別な工事かもしれないじゃないですか。それが別な業種ですねといったところで、別

に何の意味もないですよね。したがって、先ほど５円、10円のことではないのだよとい

うことをおっしゃいましたけれども、もしそれをおっしゃるのだとしたら、こういうと

ころはしっかり見ていただきたいなと。 

 それから、工種ごとにどういう状況なのか。それから、あまり調達の話を今日詳しく

するつもりもないのですけれども、１者か２者かとか、２者入札でも３年ぐらい見ると

いつも同じメンバーみたいなこともよくありますので、そういうところも含めてよく見

ていただきたい。 

 そういう意味では、この３年間とか５年間の間にどういう経営をしてきたのかという

のはこういうのを見ると外からでも結構分かるのではないかと思うのですね。そういう

意味で、こういうところを深く見るというのはそういう意味なのですよ。中に入ってい

って帳簿を開けて、10円、５円を無駄ではないかというのをやってくれと言っている話

ではないのですね。要するに、効率的な方向に向けた経営をされているのか、経営努力

はされているのかということを見ていただきたいのです。 

 先ほど言った90を80にする努力があったら、カルテルをしていないかもしれないので

すよ。だから、そこをしていないがゆえに、もしかしたらイージーな解決策に走ったの

かもしれないですね。本人がおっしゃっていることをそのまま取ればですね。 

 消費者として見ると非常に不安になるわけですよ。そういう中で料金の値上げがされ

ていく。それを査定されている皆さんが、間接的にはあったかもしれないけれども、直

接的には見えませんでしたとおっしゃっていること自体がすごく不安になるのですよ。 

 この資料４の図を見ても、一般の人から見ると25社ありますねという数で、そうかと

思うかもしれませんけれども、これを１から10までを工種別に並べて、毎年その工種に

ついて横通しでずっと見ていって、何が起きているのかというのをよく見てくださいと。

託送のときもそういうのを御提示していただいたと思うのです。 

 そういうこともやっていただいた上でお返事いただいているのだったら、よく見てい

らっしゃったねという感じなのだけれども、こういうものでやっていますよ、見ていま

すよと言われると、大丈夫かなと心配になるという感じです。 

○経済産業省（池田取引監視課長） 今の御指摘の点については、資料５「各事業者にお

ける調達状況について②」という資料を御覧いただきたいのですけれども、この資料で
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は、１つは競争入札における応札数、先ほどピックアップしたものの中で競争入札とな

っていたものについては、応札数が何社だったのかというのを整理させていただいてい

るものでございます。 

 もう一つは、資料の32ページ以降を御覧いただきたいのですけれども、「定期的な工

事の調達状況に関する調査の概要」でございまして、大規模な定期点検が行われること

が多い火力発電所と原子力発電所に着目いたしまして、特定の点検工事などに係る調達

状況の詳細を整理させていただいたものでございます。各事業者の主要な火力発電所・

原子力発電所について、火力発電所であれば主要設備と附帯設備、原子力発電所につき

ましては主要設備と附帯設備、さらに建屋関係の設備を加えて確認させていただきまし

た。 

 その結果が34スライド以降でございまして、ここで契約方法が競争になっていないこ

と、特命になっているものについては特命となった理由は特命における調達の工夫とい

うところも確認してございます。 

○宇田アドバイザー 私からの質問はあと１つ。この競争入札においての入札数と言いま

すけれども、これは全体の入札の中の何％ですか。 

○経済産業省（池田取引監視課長） 全体ということで言うと、例えば修繕費とかで言う

とやはり競争入札は件数としては少なくなっておりまして、２割から３割ぐらいの値に

なっております。 

○宇田アドバイザー だから、７～８割は特命で、こっちで横通しで見たほうがよくて、

残りの２割について入札者数を見ましたというだけの話なので、これをもってして効率

的にやっていますかどうかというのはなかなか判断しにくいなと思いますね。 

○経済産業省（池田取引監視課長） そこは、定期的な工事の調達状況に関する調査のと

ころで特命になっているものについては深掘りして確認をしております。 

 （会議卓の端に並べられたドッチファイルに綴られた書類を指差しながら）あと、今

日はあちらにファイルを用意させていただいておりますけれども、私どもがどういう書

証あるいはデータを使ってこういう確認をしたのかというところは、後ほど直接先生方

に御覧いただきたいと思ってございます。 

○宇田アドバイザー あまり細かいところを見る以前の問題として、今ここに出されてい

るサマリーを見ると、必ずしも効率的な経営をしているとは言えないのではないか。こ

こに出ているもので、向こうに置かれた資料をよく見れば工夫しているというのがある

かもしれませんけれども、それはもう消費者にも分からない話であって、ここはむしろ

この中で御説明をいただくほうがよろしいのではないかと思います。よろしくお願いし

ます。 

○大林アドバイザー もうそろそろ時間がないかなと思いますので、私から全く別の論点

を申し上げたいと思います。 

 本来私ではなくてほかの方が発言すべきところかと思うのですけれども、電取委さん
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のこれまでの資料を拝見させていただいておりまして、特に他社購入電力料で、東電以

西の分がちょっと目についたのですけれども、原子力の購入費、他社購入費電力料、相

対購入ということで、約5000億円、電力量としては119億キロワットアワーということで、

これは単純に考えると非常に高い単価になっていると思います。それで、今日いただい

た資料を拝見させていただきますと、全ていろいろなものが入っている。 

 私どもから出させていただいている質問の中でも、例えば原子力発電については事故

時の賠償金とか再処理費用など必要な費用ということで、そういうことが入っていると

いうことですので、それを改めて説明していただきたいと思います。キロワットアワー

当たり40円という高い費用になっている。 

○大島オブザーバー 大島です。 

 今、大林先生のお話がありましたので、私もそこを見ておりましたので御質問いたし

ます。配付資料２の228ページ、審査の結果④－２について関連して御質問があります。 

 ここでは、「東京電力HDからの購入について、柏崎刈羽の再稼働を織り込むことによ

る費用減が、再稼働に係る費用増を上回っており、トータルで費用減に資することを確

認したため、料金原価を抑制する観点から、再稼働に係る費用を原価に算入することを

認めることとする」と書かれていると思います。 

 ただ、これは再稼働に係る費用の差分についてのみの査定になっている。電力消費者

の観点からすれば、そもそも今、大林先生からお話がありましたように、柏崎刈羽原発

６・７号機からの購入電力料を原価に含めることを認めるべきかどうかということを査

定すべきではないかと考えます。 

 これに関して拝見しますと、資料２の199ページに東京電力エナジーパートナーの購

入電力料に関する御説明がありました。これは関連するところで言うと、第41回の料金

制度専門会合の資料６－１－３の１ページですけれども、そこに再稼働の影響について

説明されていました。あと、第40回の料金制度専門会合の資料８－２の１ページに、東

京電力の他社購入電力料、販売電力料について説明されていました。 

 それをざくっと申し上げますと、先ほど大林先生がおっしゃっているように、今回の

販売電力料が119億キロワットアワーに対して、先ほどの資料２の226ページによると

4961億円となっています。これは資料をよく読むと、柏崎刈羽原発６・７号機からの発

電電力料に対してのものだと理解できます。先ほど大林先生からあったように、これは

単価にすると41.7円になります。これは、簡単に言えば、市場調達の価格では非常に高

いということになります。これは、資料２の302ページに運転計画が書かれているので、

恐らくこれはフル稼働ではないからこうなっているのだというふうに見えるかもしれ

ません。 

 ただ、これは先ほどの査定のところにあった文章を遡って考えると、第41回の資料の

６－１－３で、市場調達額が2500億円減る、一方、電気量料金（核燃料費等）が300億円

増えて、固定費も1300億円あるので、費用削減効果が900億円あるのだと書かれています。 
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 問題は、再稼働して、まだ運転計画が途中からのものなのでフル稼働していないから

これだけ高いのだと言えるかもしれないのですけれども、仮に再稼働をフル稼働した場

合のことを考えてみますと、柏崎刈羽原発６・７号機をフル稼働すると、ざっと80％の

設備利用率を考えると、細かくなって申し訳ありませんが、187億キロワットアワーにな

る。その分燃料費が増えるので、その増加分を資料にあったものをそのまま当てはめて

177億円と考えると、先ほどの購入電力料4961億円に177億円を足した5138億円になりま

す。これがフル稼働したときの購入電力料になるということが言える。その5138億円を

先ほどのフル稼働した場合の電力量187億で割ると27円程度になるのです。これが適切

かどうか、原価に含めるべき合理的なものとして考え得るかという話になるかと思うわ

けです。 

 電力市場での調達価格というのは、資料２の210ページによれば、20.97円が一応の目

安として示されていますので、フル稼働した場合でも市場調達価格よりも高いというこ

とになります。ですので、柏崎刈羽６・７号機からの電気を購入するというのは、電気

料金を引き上げる効果を招いてしまう。 

 したがって、消費者の観点からすると、電気料金原価に柏崎刈羽６・７号機からの購

入電力を含めることをそのまま認めることは、そういう査定をするということは不適切

のように見えるのです。この点については検証したのでしょうかということが御質問で

す。 

 以上です。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） ありがとうございます。 

 御指摘の点なのですけれども、前提で少し違うところがございまして、東京電力EPが

原子力発電所から買ってくる費用の中には、まず東京電力ホールディングスとの契約が

柏崎も含めてございますし、そこには福島の廃炉の費用なども含まれてございます。 

 それから、相手ということで言うと、日本原子力発電、東北電力ともそれぞれ契約が

ございまして、そういった不稼働の原発、例えばそれが廃炉のものであれ、今停止中で

再稼働に向けた準備をしているものであれ、そういったものも入ってございますので、

単純に割り返して40何円ということではなくて、そういったものを全部丸めるとおっし

ゃっています金額になっているわけですけれども、前提としてそういうものが入ってい

るということでございます。 

 では、そういう費用が果たして認められるべきものなのかという点につきましては、

これも御議論いただきまして、契約書等々を確認して、長期的な契約を結んでいて、廃

炉後費用まで含めて契約者が負担をするのだということが書かれている、それとセット

で受電をするということが契約で書かれていることなどを確認しまして、そこについて

はやはり費用負担する義務があるのだろうと考えて、そういうふうにいわば共同開発と

して認められるものについてはコスト算入を認めるのだろうという結論になっており

ます。 
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 一方で、高いのではないかという疑念もあるので、そこについては同じように効率化

を求めるということをしておりまして、既存のコストをそのままということではなくて、

先ほど来御議論いただいているような効率化係数しかり、そういった形でコストカット

を求めた上で算入を認めるというのが大きな考え方となっておりまして、これは震災後、

過去に値上げ申請が行われて、認可を行った際にも同じ考え方が取られていましたので、

そうした大きな考え方は踏襲して査定を行うということにしたものでございます。 

○大島オブザーバー ちょっと分かりにくかったのですけれども、福島第一原発の廃炉と

いうのが入っているということですか。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） よく聞き取れませんでした。申しわけございませ

ん。 

○大島オブザーバー たくさんお話しになったので、私は全部聞き取れなかったのですけ

れども、福島第一原子力発電所の廃炉費用も入っているということですか。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 東京電力EPとホールディングスとの契約の中には、

柏崎刈羽原発、福島第一、福島第二、東通という原子力発電所に関する契約を一本の契

約として結んでいると承知しておりまして、それらの費用が入っております。 

○大島オブザーバー これは、福島第一原発の廃炉費用は料金原価に含まれるということ

は契約でなっていることは今初めて理解しましたけれども、これは電気料金の原価とし

て認めるかという話には基本なってくるはずだと思うのですね。通常の廃炉なら分かる

のですけれども、事故炉の廃炉について料金原価に入ってくるということで理解してい

いのですか。それは認め得るのだということですか。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 繰り返しになってしまうかもしれませんが、契約

に基づいて支払うこととなっている費用については、既にそれは買手である東京電力エ

ナジーパートナーとしては必ず発生する費用ですので、そこについては認められるとい

う考え方で査定方針には記載されております。 

○大島オブザーバー では、査定の結果の話ですけれども、228ページでしたか、査定結果

についてこの文章とはちょっと違いますね。査定は、ここに関して言うと、再稼働を織

り込むことによる費用減が費用増を上回っていることから、再稼働に係る費用を原価に

算入することを認めることとすると。先ほどの御説明にあった認めますよということに

ついては、資料が膨大なので見渡せないのですけれども、どこかにございますでしょう

か。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 資料が膨大で恐縮ですが、まさに見ていただいて

いる前後の箇所になるのですけれども、222ページのところに、まず原発からの購入に関

する全体的な考え方を書いてございます。その中で、過去の査定方針においては、契約

原本等を確認した上で、さっき申し上げたような共同開発と認められる場合については

負担義務があるということで原価算入を認めると。ただし、効率化努力は求めていくの

だということが書かれておりまして、基本的にはこれを踏襲するというまず大きな考え
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方が222ページにございます。 

 その上で、東京電力エナジーパートナーにつきましては、226ページ以降に、実際にど

れだけの費用が入っているかというのと、字が小さくて恐縮ですけれども、各社との契

約の概要を記載しておりまして、226ページの下から順に、東京電力ホールディングスと

の契約、227ページには日本原子力発電、さらには東北電力との契約についてそれぞれ確

認したということを踏まえて228ページにつながっているということであります。228ペ

ージにおいては、いずれの契約についても共同開発が認められるので、その費用負担自

体はすると。 

 特に下のほうに書いているものにつきましては、原価が増えているもの、支出のほう

が増えているものについて特に理由を確認しているということで書いてございます。

228ページの３つ目の東京電力ホールディングスからの購入というのと東海についてと

いうことですけれども、これは特に現行原価よりも費用が増えているので、なぜ増えて

いるのかというのを確認した結果、こういうことだったということで特出しして書いて

いるということでございます。 

○大林オブザーバー 今、原子力の費用の考え方というか、どうやって電気料金の中に入

れていくかという考え方を詳細に御説明いただいて、さっき御説明いただいた資料２の

226といったところを見ると考え方は分かるのですけれども、これを原子力で考えた場

合には確かに再稼働、再稼働しないか、上回る、上回らないかという考え方があるのだ

とは理解しましたが、ほかの電源と比べてコスト効率的かどうかという考え方を追求し

ていく必要があるのではないかと考えます。自社発電、他社発電を含めて、どこからど

う購入するのか、そういった効率化をどうやって求めていくのかということについてお

話をお伺いしたいのが１点。 

 先ほどから過去の経営効率化体制というのはなかなか分からないのだというお話も

ありましたけれども、過去と今と将来とどういった検証体制をつくられていくのかとい

うところについてお伺いしたいと思います。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） ありがとうございます。 

 まず、全体の中でということで言いますと、大きな考え方としていわゆるメリットオ

ーダーといいますか、可変費の小さいものから動かしていくという考え方、限界費用と

いうか、追加的に出すときにどれが安いかという順番で、そういう意味でいうと、原子

力については可変費が相対的には小さいので、需要に対して供給を積み上げていくとき

には、再エネとか原子力が下のほうに来て、むしろ火力燃料のほうが上のほうに積み上

がっていくという形になります。 

 ただ、原子力は今回は柏崎刈羽が再稼働する前提がありますので、どちらかというと

逆に供給制約があるといいますか、一定の量までしか増えないという計算になっており

ます。そもそもの供給の構成に関して言うと、そこは供給計画と整合的につくっている

ということであります。 



26 

 それから、原子力の固定費については、料金審査に通底する全体の考え方として、契

約分、契約をしているものについてそれ自体を認めないという考え方は取っておりませ

んで、既契約のものについては契約があるという前提で、さすがにそれを全部破棄して

やり直してくださいという前提には立っていなくて、あくまで契約はあるものとして考

えているので、そういう意味で固定費の部分が入ってくるということでございます。 

 それから、コストカットといいますか、効率化の部分についてどう考えるかというの

は、一義的には違う会社から買っているのでどこまでリーチが及ぶかという問題はあろ

うかと思うのですけれども、今回に関して言えば、自社に求めているカットと同じカッ

ト比率を購入先にも求めてくださいということで、その分原価からカットしますと。先

ほどの効率化係数の話に少し戻るのですけれども、仮に当該社が10％カットを求められ

ていたら、相手先にも10％カットを求めて、頑張って買ってきてくださいという形で効

率化を促すということで査定を行うという考え方になっております。 

○大林オブザーバー それで申し上げると、市場の話になるのですけれども、前回も消費

者委員会の場で言わせていただいたのですが、再生可能エネルギーについては出力抑制

ということが行われているわけですね。先ほどお話しいただいたようにメリットオーダ

ーということで考えると、再生可能エネルギーはコストが低い、限界費用が低い、ゼロ

というような、短期的な市場の中でそういうのが見られる。 

 出力抑制を行うことによって、そういった短期的に安い電源が市場の中で増えていく、

それを消費者が買うという機会が奪われているのではないかと考えるのですね。電力市

場が９つに分かれている。電力のコスト、価格が幾らになっているかというのを見ると、

再生可能エネルギーが非常に多く入っている九州電力管内は0.01円、そういった安い価

格は結構頻発するわけですね。 

 ところが、そこでかつ出力抑制が行われるということになってくると、もっと安い電

源が市場の中で増えていく機会が奪われてしまっていると考えられるので、これは市場

設計の問題ですけれども、ネガティブプライスといったものも入れていく必要があるの

ではないかと私自身は考えています。それが広域メリットオーダーによる最適化を可視

化していくことにつながると考えます。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） ありがとうございます。 

 おっしゃったとおり、まさに市場の制度のほうの話かなと思っていまして、出力抑制

をどうやって再エネの最大限導入を進めていくかという課題の中で検討されることか

なと思います。 

 あと、料金ということで申し上げますと、今の供給力を前提としていますので、今供

給計画の中で見込まれているそれぞれの電源からの供給力を前提に料金を計算してい

るということになっております。 

○大島オブザーバー 細かいのでよく分からないのですけれども、先ほど御紹介いただい

た資料２の226ページの１の東京電力HDのところの「廃止措置に係る」云々という、この
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廃止措置というのは、特定施設でしたか、事故炉の廃止措置費用も含んだものというこ

とですか。福島第一原発事故炉の廃止措置費用も含めて料金原価に入っているのだとい

うことですか。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 御質問は１Ｆの事故炉そのものの処理費用という

か廃炉費用が入っているかということですか。 

 今、手元に正確な数字がないので、その点は念のため確認させていただいた上で追っ

て御回答させていただけないでしょうか。 

○大島オブザーバー やはり外形的に見るとめちゃくちゃ高い。消費者目線で申し上げま

すと、これで見ると非常に高い電気を原子力から買っていることになります。40円を超

えていますので、市場価格からすると倍の電気を買っていることになるので、ここは少

なくとも丁寧に説明しないと、その合理性をどのように判断されたのかというのは分か

らないと私は思います。 

 以上です。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） ありがとうございます。承知いたしました。 

○大林オブザーバー 先ほどお伺いした検証体制の確保についてはいかがでしょうか。 

○経済産業省（池田取引監視課長） すみません。もう一度御質問を。 

○大林オブザーバー さっき私が原子力の話と一緒に言ったのですけれども、一つがどう

いった電源を選んでいくのかということでお答えいただいて、その次にお伺いしたのが、

結局、過去の経営効率努力をどういうふうになされていたかというのは、なかなか難し

い、やるのだとか、そういう議論があったわけですけれども、そもそも検証体制を構築

していくというのが非常に重要だと思うのですね。過去、そして今、査定されています

けれども、そういったもので、未来の料金体系についてどういう検証体制をつくられて

いく予定なのかというのをお聞かせ願えますでしょうか。これは不正事案に限らず重要

なことだと思います。 

○経済産業省（池田取引監視課長） ありがとうございます。 

 料金審査と同様、将来の検証というのも透明で納得感のあるものであることが必要だ

と考えますので、具体的な体制については今後検討していくことになりますが、今日こ

の場でいただいた御指摘を踏まえながら検討していきたいと思います。 

○経済産業省（新川事務局長） 不正事案については、３月31日に電取委としての報告書

を出しておりますけれども、その中で2020年４月以前の状況についても一応調査をさせ

ていただいたという状況になっております。 

 2016年４月以前についても、各社聞き取りの範囲で、アクセスログが残っていないと

いう会社がほとんどでございますので、今回、不正閲覧事案について我々の調査におい

て武器となったアクセスログそのものがないということだと限界はあったわけでござ

いますが、それでも念のために確認をさせていただいて、報告書を取りまとめさせてい

ただき、処分についてもそれを踏まえてやったという理解でございます。 
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 それらの話につきましては、先ほど申し上げましたが、内部統制をしっかり監視して

いくということも含めてやっていきたいと思っております。 

 カルテルについては、現在、報告徴収をかけて事実関係を確認中でございますので、

処分が決まりましたらまた進めていきたいと思っております。 

○石橋アドバイザー すみません、１点だけ。 

 先ほど原子力の購入について、資料の222ページのところに査定の結果というのがあ

ったと御記載いただいています。例えば、ここは通常の稼働であるという前提、消費者

と供給者との合意、お互いに信頼関係があるという合意の下になされている範囲での査

定であると思います。 

 先ほどの廃炉の費用というものがこの中に入っているという御説明があったのです

けれども、廃炉の費用は消費者の合意に基づくものなのでしょうかというのが根本的に

疑問として湧いてまいりました。 

 だとすると、消費者との合意に基づく、信頼の範囲内での効率的な経営という判断を

監視等委員会さんとして、していただいているということであれば、廃炉の費用、関連

する費用というものは既に契約をなされているということに基づいて、その１点でそれ

が効率的な経営であると判断されるというのは、消費者側として納得するには相応の合

理的な理由を御説明いただくことが必要なのではないかと考えます。お願いいたします。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） ありがとうございます。 

 先ほど契約書で確認したと申し上げたのが、そもそも建設する段階で、廃炉の後まで

を含めて費用を負担しますという契約に基づいて、長期の引き取りとその費用をコミッ

トする形でもともとプロジェクトが動いているものばかりでして、そういう意味で、事

業者からすると、それは当然動いている、電気が供給される前提で、長期にわたってそ

ういう費用負担をする契約を結んでいるわけですが、現実問題として今止まっているも

のが多い。 

 こういう中で、例えば東京電力エナジーパートナーの件で申し上げますと、東京電力

エナジーパートナーとしては小売電気事業者として発電事業者にお金を払う契約はあ

る。廃炉まで含めてお金を負担しますという契約はずっと存在していて、これが料金原

価に算入することが逆に認められない、合理的な費用ではないとすると、それは電気事

業のほうの費用なのだけれども、ずっととにかく赤字を抱え続けなさいということにな

りまして、これは経営努力でどうにかなるものではなくて、発生した費用は、契約その

ものがずっと現にそこにあって、それがある以上、やはり費用負担は発生する。したが

って、原価に算入するというのは合理性があるのではないかという考え方でございます。 

○経済産業省（池田取引監視課長） もう一点、廃炉の費用という点でいきますと、査定

方針案の315ページにありまして、原子力発電施設の解体に必要な費用を引き当てるこ

とが義務づけられていまして、要はコストとして計上することが法令によって義務づけ

られているということになります。 
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 ただ、その点についても、我々、算定が適切かというところは確認しておりまして、

323ページのとおり、四国電力の単価が実際に法令によって定められた単価ではなくて、

将来の単価を見込んだ料金原価の算定になっていますので、そこについては是正を求め

ていくところでございます。 

○大島オブザーバー 今、議論を聞いておりまして、通常の原子炉、事故を起こしていな

い原子炉の廃止措置費用は、当然、一般の発電事業に関する契約としては入っていてお

かしくないと思います。 

 一方、原発事故が発生した責任は、これは各種の訴訟でも最高裁でも東京電力にあっ

たということは認められているところです。ですので、事故の費用に関して、消費者の

費用に、要するに料金原価に含めてしまうというのはいささか納得し難いところではな

いかと私は思います。というのは、最高裁が認めているところだからです。それまで含

めて消費者が購入電力を買うに当たって事故の費用まで含めているかというと、そうで

はないだろうと思われます。 

 ここは入っているかどうかはよく分からないという話でしたので、またこれは整理し

ていただいて御説明いただければと思っております。よろしくお願いします。 

 以上です。 

○経済産業省（新川事務局長） 承知しました。 

○消費者庁（片岡政策立案総括審議官） 時間が既に２時間ぐらい経過していますので、

そろそろ今日のまとめに入りたいと思っております。 

 議論がいろいろと、特に不適切事案のところはなかなか歩み寄らないというか、平行

線であったので、どうまとめていくかということであるのですけれども、まず効率化の

ところを先にお話をしていくと、経済産業省さんのほうからも過去の検証は難しいとい

う話もございましたし、そもそも電力業界10社が全産業の中でどんな立ち位置に立って

いるのかも実はよく分からないという議論もございました。 

 効率化係数の23％、4.2％についても明確な合理的な説明がなかなか難しいという話

を、もちろん全要素生産性の向上率みたいなものを取っているという話がありましたけ

れども、難しいということがございましたので、ここは先ほども大林さんのほうからも

ありましたけれども、恐らくモニタリング、検証の中でどういうふうにやっていくかと

いうことになっていくのだろうと思っております。 

 むしろ効率化を今後検証していくに当たってぜひこういう点は検証すべきだという

ことが何かアドバイザーの皆様からあれば、宇田さん、あるいは後藤さん、皆様から、

こういうところはぜひ検証の中に盛り込むべきだということはこの場で言っていただ

きたいというのが１つです。 

 もう一つは、不適切事案の検証については、宇田さんからも、価格は下がっていない

ということをもって影響がなかったとは言い切れないのではないかという御議論があ

って、そこはぜひ検証をという話がございましたけれども、経産省さんとしてはそこの
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検証は難しいということなのか、あるいは検証してみるということなのか、今日アドバ

イザーさんの方からもろもろ御指摘をいただいた点については今後検証するというこ

となのか、あるいはもうできませんということなのか、そこは少しはっきりしていただ

いたほうがいいかなと思います。 

 まずは、先ほどの効率化係数のところは、今後の検証に当たってはこういうところを

ぜひ検討して、先ほど宇田さんからは経営者の経営努力みたいなところは競争入札であ

ったり、過去の大口の契約の状況を見れば大体分かるのだという御議論がございました

けれども、もしこういうところだけは絶対に見るべきだというのがあれば、それはぜひ

コメントをいただきたいと思います。 

 いかがでしょうか。 

○宇田アドバイザー 順番が逆になって申し訳ないのですけれども、僕は不適切事案につ

いて、基本的な電取委さんのスタンスは何なのかというのをもう一回はっきりしていた

だきたいなと。消費者庁の意見を聞いてまとめましたと言って、そのまま資料などが出

てくるという可能性もなきにしもあらずなので、それはちょっと違うのではないかとい

うのが今日の我々の意見だったのですね。ですから、検証はすべきと。検証できないの

であれば、できないとおっしゃってください。理由もね。 

 曖昧にしないでおいていただきたいなというのが私のまず２番目のところに対して、

これはまずは御意見を伺いたいところなのですよ。 

○経済産業省（新川事務局長） ありがとうございます。 

 まず、そもそも我々が何に対する影響、不正事案のというのはそのとおりなのですけ

れども、何に対する影響を検証したかというと、規制料金に与えた影響について検証し

ています。 

 そういう意味では、特別高圧や高圧の需要家への影響を検証したわけではなくて、そ

もそも独占禁止法の課徴金制度というのが、そこが難しいから一定の数字を掛けて課徴

金を決めているということだと思いますので、そこについて我々が今検証しているわけ

ではなくて、規制料金への影響という意味で、その影響はどうなのかということを考え

てみたということでございます。 

 これはもう今さらでございますけれども、課徴金などが原価に入っていないというこ

とについて確認しているというのは御承知の上でお話しされていると理解しておりま

すけれども、そうは言っても、コストの高止まりという意味での影響は、そういった懸

念があるということについては否定できないと思っておりますので、経営効率化につい

て厳正に審査をするという考えに至ったということでございます。 

○宇田アドバイザー 繰り返しされたと思うのですけれども、要するに、検証すべきだと

は思うけれども、実際にはできなかったということなのではないですか。 

 規制料金への影響というのは、確かにコストの高止まりというのはあるかもしれない

けれども、しかしながら、それが具体的にどういう関係があるかということについては
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電取委さんとしては明確にできなかったということでいいですか。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 有識者会合の場で議論しまして、その限りでは間

接的にも影響が確認されなかったということだと理解しております。 

 おっしゃるとおり、それがもう全くないのかということだとすると、そこは言い切れ

ないかもしれないので、先ほど申し上げたように、結論として料金原価に乗せさせない

ということがゴールだと理解していますので、そこをしっかり査定することで確保した

いという考え方であります。 

 これはどこに向かう作業なのかということですけれども、今、新川からも申し上げた

ように、カルテルがあったことを否定したわけでは全くないですし、当然それはあった、

大変遺憾だと思っていますし、その処分もそうですし、制度の改善も必要だと思ってい

ます。 

 ただ、あくまでこれは規制原価の適正性を議論するプロセスだと理解していますので、

その中で、我々が検証した限りにおいては確認されなかったのだけれども、そういう御

指摘、本当はあるのではないかという疑念が残っているので、そこはしっかりそれが波

及しないようにやるというのが今回のゴールだと考えて、こういう査定方針案をお示し

しているものだということです。 

○宇田アドバイザー そこには論理的なロジックはないわけですよね。要するに、あるか

もしれないからちょっと厳し目にやっておきますということに関して、その両者に関し

ての関連はないということでいいですか。 

○経済産業省（東取引制度企画室長） 規制原価というのが適正な水準である、あるいは

経営効率化を求めるというのは、電事法の規定に基づいてそういう考え方でやるもので

すので、もとよりそういうことなのですけれども、こういう御指摘を受けて、なお一層、

厳格、丁寧に審査をしたということだと思います。 

○宇田アドバイザー それがパーセンテージで、そのレベルなのか、それでいいのか、そ

れが厳しめなのかどうかということさえも分からないというのは今日の議論であった

と思うのですよね。皆様からしてみると厳しめに見ましたと言うかもしれないけれども、

厳しめというのはそうなのですかという質問には答えられていないわけですよね。 

 ですから、今日のお話を伺っていて、もし検証できたのだとしたら、もう少し具体的

な御説明があったはずだし、それが前回、前々回の御説明から変わっていないというこ

とは、そこの関係は解明できなかったということで理解をしたいと思います。よろしい

ですね。 

 そうすると、今後検証すべきであるというさっき片岡さんの１番目なのですけれども、

これは果たして検証能力はあるのかと。こういう点は検証したほうがいいですよと申し

上げても、申し訳ないけれども、そういう検証能力があるのですかというところはやや

疑問であるという感じなのですよね。 

 このデータを見せていただいたときに、こういうところが不明ではないかということ
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をさんざん申し上げたけれども、当初から一切変わっていないのですよ。だから、私は

今後検証すべきであるというところを申し上げることもかなりむなしいなということ

です。 

 ただ、消費者の立場として見れば、もう少しこういう点をということで言えば、先ほ

どからここで議論があったような、もう少しミクロの点とか、経営の判断とか、経営個

社の数字とか、経営のそれぞれごとの計数とか、こういったものを御覧になると、効率

化はどうなのだろうかということがもう少し分かると思いますので、横通し比較もある

かもしれませんけれども、個社の中にもう少し入られたらどうですかということは思い

ます。 

 それにしても、今日のお話の中では私は十分納得したという感じは全くないのですけ

れども、今日いろいろなところで見ていただいている方がどう思われるかということも

そうだし、それから検証はできたか、できなかったのかという点については、なかなか

難しかったという御判断なのだなと理解をいたしました。 

 私は以上です。 

○後藤オブザーバー まず効率化の評価に関してですけれども、例えばこういうふうに見

ることができないかということで、一つの案として聞いていただければと思います。 

 恐らく電力会社の費用を分解するというところから入るのだと思いますけれども、そ

のときにいわゆる財務諸表に載っている切り口ではなくて、工事種別や、設備にひもが

ついているもの、設備単位で見ていくとか、恐らく電力会社固有のふさわしい見方があ

るはずだと思います。それらを積み上げていって、かつ、それらの一つ一つの単位に関

して、過去から単価と数量がどのように変化しているのかということから始めるのが最

初の着手点ではないかなと思います。 

 その上で、過去から必ずしも競争環境にさらされていなかった業界なわけですから、

過去からの数字の推移の中に正解があるとも思わないのですね。そうすると、正解を求

める旅を何かしら始めなければいけなくて、それはとりもなおさず市場の効率を達成し

たときにどうなるのか、こういうことを実験的に得てみるということだと思うのですね。 

 具体的には、これまで形式的に競争入札をしていたのだけれども、形式ではなく実質

的な競争入札を試みる。実質的にサプライヤーさんに競争してもらうというような場面

を設定して、本当に競争が起こったときに単価や数量がどのようになるのかということ

を実証してみることが大事なのではないかと思います。これは、先ほどの例で100円の鉛

筆が96円という話ではなくて、大どころのサプライヤーさんからやっていくのが常套手

段なのだろうなと思います。 

 その上で、よく二八の法則というような言い方をしますけれども、全体の２割の種目

を見て８割の費用の説明がつくのであれば、まずはそれをもって一定の評価に耐え得る

のではないかと思います。これ以上先はかなりテクニカルになるので、ここまでにいた

しますけれども、何かしら実験的なことをやる必要があるのではないかと思っておりま
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す。 

○経済産業省（新川事務局長） ありがとうございます。 

 今おっしゃったような実験的なことという意味では、IPPを初めて導入したときがま

さにそれに近い状態だったと思っております。 

 電力会社はそれまでも効率的な調達をしていますとさんざん言っていたと理解して

おりますが、IPPで、どこということは申し上げませんけれども、大きな発電所でも非常

に効率的な調達ができたということを事実として電力会社が認識するに至り、そこから

どうしてその会社がそれだけ効率的な調達ができたのかということの分析が始まり、電

力会社においても、大きな発電所といってもきちんと安く調達するためにどうしたらい

いのかという工夫が行われていると思っております。 

 ただ、後藤アドバイザーが御指摘のとおり、まだ自由化から日が浅いと私は申し上げ

たくはなくて、小売の自由化は2000年から開始しておりますので、もう23年たっており

ます。そういった中でも、小売の全面自由化という意味では2016年からでございますの

で、まだいろいろな意味で変わりつつある業界であると思っておりまして、今御指摘の

実験を改めてということではないと思いますが、調達が効率的になっているのかという

ことについてはしっかりとフォローアップしていく必要があると考えております。あり

がとうございました。 

○消費者庁（片岡政策立案総括審議官） ほかに何か言い残された方はおられますか。よ

ろしいでしょうか。 

 それでは、次回の会合を持つか、持たないかも含めて少し中で議論させていただいて、

またお知らせしたいと思います。 

 今日は長時間、どうもありがとうございました。プレスの方もどうもありがとうござ

いました。 

以上 


